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施設改善対策事業実施要領
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１ 土地改良施設整備改善計画の都道府県知事の承認等

（１）都道府県知事は土地改良施設維持管理適正化事業実施要綱（昭和52年４月20日付け

52構改Ｂ第600号構造改善局長通知。以下「要綱」という ）第11の（１）の土地改良。

施設整備改善計画(以下「整備改善計画」という。)の内容が、次の要件のすべてに該

当する場合に承認するものとする

① 整備改善計画の内容が米政策改革基本要綱（平成15年７月４日付け15総食第1604

号農林水産事務次官依命通知）第Ⅰ部の第５に基づく地域水田農業ビジョン（以下

「ビジョン」という ）に即したものであること。ただし、都道府県知事が当該地。

区の用排水の合理的かつ効率的な管理を実現させるためにこの事業を実施すること

が特に必要と認めた場合はこの限りではない。

② その地区において、経営所得安定対策等実施要綱（平成23年４月１日付け22経営

第7136号農林水産事務次官依命通知）Ⅳの第１の２の（１）の②に定める米（主食

用水稲）生産数量目標及び需要に応じた米生産の推進に関する要領（平成26年４月

１日付け25生産第3578号農林水産省生産局長通知）第２に定める主食用米の生産数

量目標を超過しないことが見込まれること。

③ 整備改善計画に基づき、土地改良施設の整備改善を図ることにより、その地区に

おける需要に応じて米と米以外の作物が生産される望ましい生産構造を実現するた

めに必要な、施設の管理の適正化及び合理化が図られることが明らかであると認め

られること。

④ 整備改善計画について、関係市町村、農業協同組合等との調整が図られているこ

と。

（２）整備改善計画は、別紙様式１によるものとする。

２ 施設改善対策事業の対象工事

施設改善対策事業として行う土地改良施設の工事とは、地区内の円滑なビジョンの実

現に資するための次に掲げる小規模な施設の整備補修とする。

（１）揚水機の変速機の設置
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（２）用排水路の漏水防止等の整備補修

（３）水門、分水工等の整備

（４）排水路の浚渫、排水機場の整備補修

（５）部分的な用水路の暗渠化

（６）用水の有効利用に資する簡易な貯水施設の設置

（７）田畑輪換の円滑な実施に資するための簡易なかん水施設の設置

（８）地下かんがい施設の整備補修

（９）その他特に必要と認められる用排水施設の整備補修

３ 土地改良区等の拠出金

施設改善対策事業についての要領５の １ の算式の適用については ｎ＝期間 原（ ） 、「 （

則として５年とする 」とあるのは 「ｎ＝期間（３年とする 」とする。。） 、 。）

４ 資金拠出約款の作成

施設改善対策事業を実施する場合には要綱第６の資金拠出約款は、別紙１及び２の例

を参考として定めるものとする。

５ 拠出金台帳の作成等

、 「 」要綱第７で定める 要綱第１の土地改良施設維持管理適正化事業(以下 適正化事業

という。)に関する会計は、施設改善対策事業と他の適正化事業に区分して経理するこ

ととし、拠出金台帳についても同様とするものとする。

６ 実施結果の報告

施設改善対策事業の実施結果の報告は、要領によるもののほか、別紙様式２により行

うものとする。


